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　環境省は福島環境再生事務所

・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年8月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．8月単月
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

令和3年度 令和2年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比－3.6％の12,385件、請負金
額が－19.4％の6,471億円となった。

件　数 12,385 12,848 -463 -3.6%

請負金額 6,471 8,030 -1,559 -19.4%

保証金額 2,585 3,208 -622 -19.4%
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　２．4月～8月累計
　　請負金額が低調

（金額単位：億円）

増減率

-2.3%

-8.7%

令和3年度

61,170

42,313

令和2年度

62,596

46,324

17,877 -8.1%

増　　減

-1,426

-4,011

件　数

請負金額

　８月までの取扱は、件数が前年同期比－2.3％の61,170件、請負
金額が－8.7％の4兆2,313億円となっている。

保証金額 16,432 -1,445
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Ⅱ．発注者別状況

　１．8月単月
　　独立行政法人等で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　国土交通省などで増加したものの、環境省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－６４８億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで増加したものの、都市再生機構などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　愛知、山形などで増加したものの、東京、福島などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　千葉、青森などで増加したものの、宮城、東京などで減少した。
　宮城は石巻市（－３３億円）などで、東京は江戸川区（－３７億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　東京都住宅供給公社などで減少した。

（Ｆ）その他
　会津若松地方広域市町村圏整備組合などで増加した。

地 方 公 社 58 91 -33 -36.3%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 2,154 2,387

東京（-49）

-232 福島（-82）

東京都住宅供給公社（-14）

鉄道・運輸機構（53）

愛知（39） 山形（28）

千葉（31） 青森（22）

東京（-231）

宮城（-95）

都市再生機構（-824）

そ   の   他 285 234 50 21.7%
会津若松地方広域市町村圏
整備組合（38）

6,471 8,030 -1,559 -19.4%

　その他で大幅な増加となったものの、独立行政法人等、地方公社で著しい減少、国で２桁の減少、都道府
県、市区町村でも低調となったため、全体としても－19.4％の減少となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

国土交通省（420） 環境省（-641）

2,123 2,300 -177

-9.7%

-7.7%

-72.5%

請 負 金 額
増減額 増減率

358 1,301 -943

国 1,491 1,715 -223 -13.0%

その他 234（2.9%） その他 285（4.4%）

地方公社 91（1.1%） 地方公社 58（0.9%）

市区町村 2,300（28.6%） 市区町村 2,123（32.8%）

都道府県 2,387
（29.7%） 都道府県 2,154

（33.3%）

独法 1,301（16.2%）

独法 358（5.5%）

国 1,715（21.4%）

国 1,491（23.0%）
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　２．4月～8月累計
　　独立行政法人等で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

東京（-513） 岩手（-301）

福島（-295）

6

（Ａ） 国
　国土交通省などで増加しているものの、環境省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－７４８億円）などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　国立大学法人などで増加しているものの、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで
　減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、東京、岩手、福島などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　神奈川、群馬などで増加しているものの、宮城、愛知などで減少している。
　宮城は石巻市（－１２５億円）などで、愛知は常滑市（－７３億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　東京都道路整備保全公社などで減少しているものの、神奈川県住宅供給公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　鹿島地方事務組合などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

宮城（-385） 愛知（-255）

　地方公社で順調な増加となったものの、独立行政法人等で大幅な減少、国、都道府県、市区町村、その他
でも低調となったため、全体としても－8.7％の減少となっている。

鹿島地方事務組合（72）
東京二十三区清掃一部事務組合
（-101）

合         計 42,313 46,324 -4,011 -8.7%

そ   の   他 2,241 2,413 -171 -7.1%

東京都道路整備保全公社（-25）

神奈川（320） 群馬（134）

地 方 公 社 491 457 34 7.4% 神奈川県住宅供給公社（53）

市 区 町 村 14,875 16,135 -1,260 -7.8%

-725 -5.6% 愛知（287） 岐阜（284）

独 立 行 政
法 人 等

5,579 7,071

都 道 府 県 12,187 12,913

都市再生機構（-787）

請 負 金 額

-1,492 -21.1%
鉄道・運輸機構（-350）

国土交通省（256） 環境省（-743）

国立大学法人（127）

国 6,938 7,333 -395 -5.4%

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少
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地方公社 457（1.0%） 地方公社 491（1.2%）

市区町村 16,135（34.8%） 市区町村 14,875（35.2%）

都道府県 12,913
（27.9%） 都道府県 12,187

（28.8%）

独法 7,071（15.3%）
独法 5,579（13.2%）

国 7,333（15.8%）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．8月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 1,231 2,189 -957 -43.7% 青森（28） 山形（12） 2 福島（-751） 宮城（-154） 4

関   東 3,173 3,801 -628 -16.5% 神奈川（572） 千葉（63） 2 東京（-1,110） 茨城（-102） 5

甲信越 552 528 24 4.6% 新潟（37） 山梨（5） 2 長野（-18） 1

北   陸 315 316 0 -0.3% 富山（8） 石川（2） 2 福井（-11） 1

東   海 1,071 1,100 -28 -2.6% 愛知（31） 岐阜（26） 2 静岡（-68） 三重（-18） 2

その他 126 94 31 33.8% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 6,471 8,030 -1,559 -19.4% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加したものの、福島、宮城などで減少した。

　福島は国（－６７６億円）などで、宮城は市町村（－９５億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、千葉で増加したものの、東京、茨城などで減少した。

　東京は独立行政法人等（－８４４億円）などで、茨城も独立行政法人等（－７７億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　長野で減少したものの、新潟、山梨で増加した。

　新潟は独立行政法人等（＋２６億円）などで、山梨は市町村（＋７億円）などで増加した。

（Ｄ）北陸地区

　富山、石川で増加したものの、福井で減少した。

　福井は国（－９億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　愛知、岐阜で増加したものの、静岡、三重で減少した。

　静岡は独立行政法人等（－５２億円）などで、三重は国（－１１億円）などで減少した。

　甲信越で堅調な増加となったものの、東北で著しい減少、関東で２桁の減少、東海で若干の減少、北陸でも微減
となったため、全体としても－19.4％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額

増減額
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その他 94（1.2%） その他 126（2.0%）

東海 1,100（13.7%） 東海 1,071（16.6%）

北陸 316（3.9%） 北陸 315（4.9%）
甲信越 528（6.6%） 甲信越 552（8.5%）

関東 3,801（47.3%）
関東 3,173（49.0%）

東北 2,189（27.3%）

東北 1,231（19.0%）
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　２．4月～8月累計
　　東北で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 8,817 11,246 -2,429 -21.6% 青森（156） 山形（81） 2 福島（-1,333） 岩手（-644） 4

関   東 18,109 19,419 -1,309 -6.7% 神奈川（1,021）埼玉（253） 3 東京（-2,030） 茨城（-220） 4

甲信越 3,992 3,872 119 3.1% 山梨（102） 新潟（70） 2 長野（-53） 1

北   陸 2,957 3,168 -211 -6.7% 富山（36） 1 福井（-223） 石川（-23） 2

東   海 7,450 7,764 -314 -4.0% 岐阜（145） 三重（74） 3 静岡（-549） 1

その他 986 853 133 15.6% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 42,313 46,324 -4,011 -8.7% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、岩手などで減少している。

　福島は国（－８３３億円）などで、岩手は県（－３０１億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉などで増加しているものの、東京、茨城などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，４４８億円）などで、茨城も独立行政法人等（－１７２億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　長野で減少しているものの、山梨、新潟で増加している。

　山梨は独立行政法人等（＋１１５億円）などで、新潟も独立行政法人等（＋１７３億円）などで増加している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１６６億円）などで、石川も独立行政法人等（－８６億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜、三重などで増加しているものの、静岡で減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３９０億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　甲信越で若干の増加となったものの、東北で大幅な減少、関東、北陸、東海でも低調となったため、全体としても
－8.7％の減少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 853（1.8%） その他 986（2.3%）

東海 7,764（16.8%） 東海 7,450（17.6%）

北陸 3,168（6.8%） 北陸 2,957（7.0%）

甲信越 3,872（8.4%） 甲信越 3,992（9.4%）

関東 19,419（41.9%）
関東 18,109（42.8%）

東北 11,246（24.3%）

東北 8,817（20.8%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（8月単月）

令和2年度
（8月単月）

令和3年度
（4月～8月累計）

令和2年度
（4月～8月累計）

青　 　　森 169 141 28 19.8% 1,232 1,075 156 14.6%
岩　 　　手 160 241 -81 -33.8% 1,496 2,141 -644 -30.1%
宮　 　　城 226 381 -154 -40.6% 1,699 2,273 -573 -25.2%
秋　 　　田 120 129 -9 -7.1% 835 950 -115 -12.2%
山　 　　形 190 178 12 6.7% 1,086 1,004 81 8.1%
福　 　　島 363 1,115 -751 -67.4% 2,466 3,800 -1,333 -35.1%
茨　　 　城 327 429 -102 -23.8% 1,719 1,939 -220 -11.4%
栃　　 　木 201 220 -19 -8.8% 1,172 1,332 -159 -12.0%
群　　 　馬 171 181 -10 -5.5% 1,015 984 31 3.2%
埼　　 　玉 351 373 -22 -5.9% 2,408 2,154 253 11.8%
千　 　　葉 337 273 63 23.3% 1,956 2,161 -205 -9.5%
東　　 　京 769 1,879 -1,110 -59.1% 5,572 7,603 -2,030 -26.7%
神　奈　川 1,014 441 572 129.5% 4,264 3,243 1,021 31.5%
山　　 　梨 120 114 5 4.9% 744 641 102 16.0%
長　　 　野 169 187 -18 -9.8% 1,482 1,535 -53 -3.5%
新　 　　潟 263 225 37 16.4% 1,765 1,695 70 4.1%
富　 　　山 116 107 8 8.1% 809 773 36 4.7%
石　　 　川 118 116 2 1.7% 1,106 1,130 -23 -2.1%
福　 　　井 80 91 -11 -12.8% 1,041 1,265 -223 -17.7%
静　 　　岡 304 372 -68 -18.3% 2,057 2,607 -549 -21.1%
愛　　 　知 454 423 31 7.3% 2,917 2,902 15 0.5%
岐　　 　阜 171 145 26 18.3% 1,517 1,372 145 10.6%
三　　 　重 141 159 -18 -11.5% 956 882 74 8.5%
そ　の　他 126 94 31 33.8% 986 853 133 15.6%
合　　　計 6,471 8,030 -1,559 -19.4% 42,313 46,324 -4,011 -8.7%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．8月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 205 3.2% 215 2.7% -9 -4.6% 0.5
2,000万円未満 407 6.3% 405 5.0% 1 0.4% 1.3
5,000万円未満 1,125 17.4% 1,128 14.1% -3 -0.3% 3.3
小    計 1,738 26.9% 1,749 21.8% -11 -0.7% 5.1
１億円未満 1,171 18.1% 1,226 15.3% -55 -4.5% 2.8
２億円未満 1,046 16.2% 1,117 13.9% -71 -6.4% 2.3
５億円未満 985 15.2% 1,156 14.4% -171 -14.8% 0.8
小    計 3,202 49.5% 3,500 43.6% -297 -8.5% 5.9
１０億円未満 350 5.4% 370 4.6% -19 -5.4% 0.8
１０億円以上 1,179 18.2% 2,409 30.0% -1,230 -51.1% -11.8
小    計 1,530 23.6% 2,780 34.6% -1,250 -45.0% -11.0
合    計 6,471 100.0% 8,030 100.0% -1,559 -19.4%

２．4月～8月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,003 2.4% 1,076 2.3% -72 -6.8% 0.1
2,000万円未満 1,847 4.4% 1,878 4.1% -30 -1.6% 0.3
5,000万円未満 5,050 11.9% 5,083 11.0% -32 -0.6% 0.9
小    計 7,901 18.7% 8,038 17.4% -136 -1.7% 1.3
１億円未満 5,762 13.6% 5,698 12.3% 64 1.1% 1.3
２億円未満 6,664 15.7% 6,249 13.5% 414 6.6% 2.2
５億円未満 7,757 18.3% 8,143 17.6% -385 -4.7% 0.7
小    計 20,185 47.7% 20,091 43.4% 93 0.5% 4.3
１０億円未満 3,721 8.8% 4,042 8.7% -321 -7.9% 0.1
１０億円以上 10,504 24.8% 14,152 30.5% -3,647 -25.8% -5.7
小    計 14,226 33.6% 18,194 39.3% -3,968 -21.8% -5.7
合    計 42,313 100.0% 46,324 100.0% -4,011 -8.7%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．8月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 3,061 47.3% 3,369 42.0% -308 -9.1% 5.3

１億円未満 863 13.3% 869 10.8% -6 -0.7% 2.5

３億円未満 338 5.2% 408 5.1% -69 -17.0% 0.1

小    計 4,263 65.9% 4,647 57.9% -383 -8.3% 8.0

１０億円未満 210 3.2% 188 2.3% 22 11.7% 0.9

１０億円以上 803 12.4% 1,967 24.5% -1,163 -59.2% -12.1

小    計 1,013 15.7% 2,155 26.8% -1,141 -53.0% -11.1

　共  同  企  業  体 1,194 18.5% 1,227 15.3% -33 -2.7% 3.2

合    計 6,471 100.0% 8,030 100.0% -1,559 -19.4%

２．4月～8月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 16,442 38.9% 16,737 36.1% -294 -1.8% 2.8

１億円未満 5,313 12.6% 5,266 11.4% 47 0.9% 1.2

３億円未満 2,381 5.6% 2,341 5.1% 39 1.7% 0.5

小    計 24,137 57.0% 24,345 52.6% -208 -0.9% 4.4

１０億円未満 1,508 3.6% 1,260 2.7% 247 19.6% 0.9

１０億円以上 6,820 16.1% 8,510 18.4% -1,690 -19.9% -2.3

小    計 8,328 19.7% 9,771 21.1% -1,442 -14.8% -1.4

　共  同  企  業  体 9,846 23.3% 12,208 26.4% -2,361 -19.3% -3.1

合    計 42,313 100.0% 46,324 100.0% -4,011 -8.7%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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